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＜論　文＞
21 世紀の多国籍企業概説
― 日―米―中トライアングル関係の経済的基軸を考える ―
関　下　　　稔 *
A New Look on Transnational Corporations in the 21st Century
SEKISHITA, Minoru
Today Transnational Corporations（TNCs）are very popular and dominant among 
business enterprises in a global world. TNCs have many subsidiaries and affiliates in 
different countries through Foreign Direct Investment（FDI）, which means that foreign 
direct investors own 10% and more of the voting stocks in a foreign company. They 
established almost in developed countries after the second world war and now are coming 
out in many developing countries and also transforming countries from former central 
planned countries. TNCs are changing thier activities in many aspects and introducing 
various innovations in the 21st century. They make use of internalization; that is intrafirm 
trade, intercompany loans and inner technology transfers in their whole company 
organizations in different countries. They are also tieing up with other companies, 
outsourcing into other organizations, subcontracting contracts with suppliers, and 
offshoring of service operations in many countries. It is externalization. In effect we are 
attaining a rapid economic growth and industrialization in a global level. On the other 
hand we are suffering with a marked difference between wealth and poverty among people 
in a global world.
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はじめに
21 世紀に入って 10 年を経過したが、世界は目下、大きく激動の渦中にある。2011 年初から
チュニジア、エジプトに始まったイスラム世界の「民主化」のうねりは、たちまちのうちにリ
ビア、イエーメン、シリア、サウジアラビアへと次々と波及していき、今や一大震源地域になっ
ている。EUにおけるギリシャ、ポルトガルの財政危機はサブプライムローンの破綻に始まっ
た世界金融危機の後遺症として、EUばかりか世界中に依然として暗い影を落としている。ア
ジアではアメリカの主導する TPP（環太平洋経済連携協定）構想と従来から検討されてきた
日中韓自由貿易協定（FTA）の実施計画が交錯し合い、さらに ASEAN諸国やインドなどを含
んだ「東アジア共同体」構想などとも連動して、一段と複雑な様相を呈している。これに朝鮮
半島では北朝鮮と韓国の軍事衝突の危険と緊張が依然として続いていて、南北 6者会談はまだ
再開されていない。だがそれらにも増して衝撃的だったのは、日本における東北大震災とそれ
に続く福島原発の大事故で、それは文字通り世界中に衝撃を与えた。1970 年代から 80 年代に
かけて、オイルショック後の「軽薄短小」の時代の世界経済の成長と発展を牽引してきた日本
は、1990 年代に入ってその成長が鈍化し、「失われた 10 年」と形容される長期停滞の中に沈潜
してきたが、そこからの脱出ができない内に、この大震災と原発事故に見舞われ、一挙に撃沈
してしまった。それは今日の世界経済、とりわけグローバリゼーションの進展の中でモノづく
りの拠点としての日本とそれを担う日本企業の地位の没落を刻印したばかりでなく、なにより
も原発の存続と今後の開発の是非を問う声がたちまちのうちに世界にこだましはじる事態が招
来した。ドイツでは反原発を掲げる「緑の党」が州政権を握るまでになり、政府は正式に原発
全廃を柱とする原子力改正法案を閣議決定した。またスイスでは政府の原発全廃方針を下院で
承認したし、さらにイタリアでは国民投票によって政府の原発再開計画が圧倒的多数によって
否決された。こうした動きはグローバリゼーションの下での工業化と経済成長に燃える新興国
や途上国にも大きな衝撃を与えた。原発に依存してエネルギー需要の増大に対処しようとして
きた目論見は事実上、見直さざるを得なくなった。そしてオバマ政権が提唱する「スマートグ
リッド」や「グリーンニューディール」のかけ声の下で、エネルギー資源開発と環境保護を両
立させ、さらにそれを IT化・情報化と組み合わせて、スマートメーターを使った総合的な管
理と全面的な電化を目論むエネルギー資源の選択的効率化戦略は、とりわけその中心に位置づ
けていた原子力発電の事故によって、その構想は頓挫しかねない危機に見舞われている。とす
ると、アメリカ経済の浮揚は遠のき、その結果、オバマの再選にも響きかねない。同様の事態
は原発大国フランスにも飛び火しかねない様相を示している。さてこれらの動向によって特徴
づけられる 21 世紀初頭の、この 10 年間を回顧してみると、奇しくも 2001 年 9 月 11 日のアメ
リカにおける「同時多発テロ」（9. 11）に始まり、2008 年 9 月のリーマンショックとそれに続
く世界金融危機を間に挟んで、2011 年 3 月 11 日の今回の日本における東北大震災（3. 11）に
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その流れは帰結してくる。そこでは政治（紛争）と金融と生産という今日の世界の中心軸がこ
とごとく動揺と危殆に見舞われ、その是非が問われるという大激動の 10 年だった。これは 20
世紀の「晩鐘の鐘」としてわれわれの胸に深く突き刺さってくる。
ところで筆者は目下、21 世紀初頭のグローバリゼーションの進展を日－米－中のトライアン
グル関係―実際には三つの頂点をもった正三角形とはならずに、日本が大きくアメリカに吸い
寄せられる不等な二つの円からなる楕円形になってしまっているが―を起点において考察しよ
うとしているが、そこでは今回の東北大震災が与えたグローバルな部品調達の連鎖―サプライ
チェーン―の切断という脆弱性の発生とその回復が大きな課題になる。20世紀末の冷戦体制の
崩壊と単一世界市場・世界経済の登場というグローバル経済の進展によって、その主役である
多国籍企業の行動原理と活動内容は、その規模と範囲と深度において格段に変化を遂げた。先
進国企業のみならず途上国企業も多国籍化し、しかも巨大企業ばかりでなく、中小規模の企業
もそれに参入する事態、そして親企業を頂点にして、子会社、孫会社以下のヒエラルキーをもっ
た一大企業組織が企業内国際分業（内部化）体制に基づいて展開されるばかりでなく、多くの
地場企業との企業間国際提携（外部化）のメカニズムがそれと並んで活躍する複合的な事態が
進行し、さらには製造業中心から知識資本と知財保護に基礎をおくサービス化への軸心の移動
がアメリカを先頭にして急速に進行している。しかも情報化と IT化の進展はサービス経済化
と知財優位のメカニズム、そしてそれに依拠した新たなビジネスモデルの台頭を生み出したば
かりでなく、それらの結合はスタンダード（規格・標準・水準）を貫通軸とする一大ネットワー
クで結ばれたバーチャル企業への道を歩み始めている。しかもその上に、あるいはそれと並ん
でクロスボーダーM＆ Aを駆使する資本としての離合・集散・結合・集中過程も盛況を極め
ている。そこでは絶え間ない価値増殖を目指す資本の貪欲な本性が自由奔放に闊歩し回ってい
るが、その実、可視化を容易には見せないインビジブルな特性そのままに、秘密裏に多くのこ
とが運ばれている。今日の多国籍企業はこうした資本としての本性を十全に身につけ、今やト
ランスナショナル（国跨的）の域を超えて、グローバルな規模と水準と内容を持って盤踞する
ようになった。ここではグローバルスキャニング（ヒト、モノ、情報・技術、そしてマネーの
地球的規模での探査）に基づくグローバルな投資、生産、販売、そして蓄積が強く志向され、
今やその先端は国民国家を凌駕する一大グローバル企業「王国」にさえ届こうとしている。こ
のことの解明は 21 世紀前半世界の中心的な研究課題になると筆者は考え、これまでの二つの
多国籍企業研究の成果１）に続くその第三部―「21 世紀の多国籍企業―知識集積体・クロスボー
ダーM＆ A・国際事業提携・バーチャルカンパニー―」とでも名付けられる―として、その
構想を練り、その一端をこれまで発表してきた２）。そこで本稿はこうした 21 世紀初頭の多国籍
企業を解明する手順の一つとして、今日の多国籍企業の特質を概括的に論じて見よう。
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1．多国籍企業の基本構造
筆者はこれまで多国籍企業の研究を進めてきたが、そこでは多国籍企業（Transnational 
Corporations, TNC）を大略、以下のように定義してきた。多国籍企業とは海外直接投資（Foreign 
Direct Investment, FDI）を通じて多数の国に子会社を持ち、世界的な生産・流通・販売・情報・
技術移転・資金移動などのネットワークを張り巡らして、本社の統合管理（コントロール）の
下に、多数の工場、事業所等を通じて世界的規模での事業活動（国際生産等）を営み、世界大
で利潤の極大化を目指している企業をいう。それはその条件を先んじて持った巨大企業（多く
は独占的な市場支配を目論む寡占企業体）から始まったが、今日のグローバル化された世界で
は中小企業を含めて多くの企業の一般的で支配的な傾向になっている。それは、資本主義の基
本的な原理である企業の営業の自由（「資本と営業の自由」）と私的所有（「私有財産制」）、そ
して市場原理（「競争原理」）の貫徹を認める世界的な枠組みがグローバルに出来上がっている
からであり、国内企業よりも多国籍化した方が世界市場での直接の利益獲得機会も増え、企業
活動上有利になると見られるからである。しかしそのことは同時に競争もまたグローバルに激
化することを意味していて、単一のグローバル経済の成立と資本主義の進化はグローバル競争
の激化とその帰趨をも随伴することになる。その結果、巨大企業の支配領域の拡大と独占化の
傾向も強まり、かえって市場原理を阻害する弊害も生まれている。つまりはグローバルな独占
体（「寡占企業」）の跳梁・跋扈を許すことになりかねないからである。それに対しては国内経
済を基礎においた各国の独占禁止法の枠組みは十分有効に機能し得ていないし、したがってそ
の法的規制の網をこれら多国籍企業は容易にすり抜けることができる。
多国籍企業はその歴史的な経緯―かつての帝国主義と植民地時代における巨大資源開発会
社、プランテーション企業、独占的な商業会社の存在など―からの発展の結果として、今日で
は製造業、エネルギー産業、資源産業、アグリビジネス、商業＝流通業、サービス産業など、
さまざまな産業部門に存在するようになったが（なお、金融面でも同様のことがあるが、それ
は多国籍銀行や多国籍投資業、あるいは多国籍金融コングロマリットとして別様に把握され
る）、その代表的なものは製造業である。第二次大戦後、アメリカが覇権国としての特別の地
位に就いたことなどの条件を最大限に利用して、その先陣を切ったアメリカ企業が企業多国籍
化の動きを主導してきたが、グローバル化の進展に伴って、西欧や日本などの先進国企業のみ
ならず、今日では BRICSや途上国、さらには旧社会主義国（「移行経済国」）の新興の地場企
業（中には国営企業からの転身組もある）までをも含めた世界的な潮流になっている。その結
果、世界全体ではグローバル化の進展と「相互依存世界」の成立を生み出し、工業化を中軸と
する世界的な成長と、その結果としての平準化が促されている。そこではなによりも製造活動
の国を跨った国際生産が中心になり、その仕組み（「企業内国際分業体制」）が際だった特徴と
なって、世界に盤踞している。
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要約していえば、多国籍企業とは多事業、多段階、多工場、多仕様、多国籍に跨って活動す
る企業のことで、今日の企業の発展段階を反映して、規模の経済性や範囲の経済性に加えて、
ネットワークの経済性（スタンダードと知財化）などの技術的要因の活用ばかりでなく、それ
に基づく吸収・合併と分離・分社化の両面での水平統合、垂直統合、コングロマリット（複合型）
統合とその切断・改編、そして多様な企業間提携を同時並行的に進め、かつそれらを資本の運
動と結合させて、クロスボーダーM＆ A（吸収・合併と分離・分社化）を頻繁に繰り返すよ
うになってきた。そこでは、たとえば日本の代表的な製造企業などの場合、指令本部である本
社は多く持株会社として君臨し、全般的な企業戦略（財務、人事、研究開発、生産計画、販売
促進、知財保護など）の立案、実施、管理を指揮し、その中には他企業の買収・吸収なども包
摂されていて、その下で、実際の生産の指揮と組織化は世界の重要拠点に配置された地域統合
本部やそれと連動する傘下の国内一次下請企業の現地本部などが担い、労働力の陶冶（訓練）
と部品サプライヤーの下請「協力会」への組織化が懸命かつ粘り強く追求されている。そして
全体としては国際間に跨る一大企業集団としての資本支配が強まっている。それらがまた巨大
多国籍企業集団の国民国家を凌駕する企業王国化（「トランスナショナル化」）への傾向を一層
強めることにもなっている。もちろん、だからといって多国籍企業は無国籍企業ではなく、本
社所在国に本拠地＝母国（国籍）を持っており、多数の海外子会社は現地法人としてそれぞれ
の国籍を形式的にはもっているが、実質的には本社の統合管理下、つまりは支配下にあり、し
たがってその活動領域が多国籍に跨って展開されているものと解釈すべきである。その結果、
多国籍企業集団―本社に集約される―と各国国家主権との間には鋭い緊張関係が生まれてい
て、両者の複雑な対抗と軋轢と相互依存ともたれ合いと寄生ないしは支援が錯綜し合っている。
特に覇権国アメリカが進める世界的な自由化の運動は、アメリカ流グローバリズムとなって、
「門戸開放」のスローガンの下に他国の同調を事実上強制することになり、その強力なパワー
にもたれかかるアメリカ多国籍企業の優位性と種々の便益が際だっている。そしてそれとは対
抗的な各国主権に基礎をおいたグローカリズム（グローバルとローカルの結合）の流れもグロー
バリゼーションの進展とともに強まってきている。その結果、もう一段高まったところでのグ
ローバルな運動が今日、展開されるようになってきた。とりわけバーチャル企業化への傾向は
脱国家化（つまりは言葉の本来の意味での「グローバル化」）のはじまりだともいえそうで、
そうすると、事実上、特定国の国家主権から超越的な超国籍的なグローバル企業の誕生がいず
れ上程されるようになるかも知れない。
このように今日の多国籍企業の姿を十全に把握し、その全体像を全面的に描くには、一方で
の企業論的・産業論的アプローチと他方での資本論的アプローチとを総合させる複眼的な視野
を持つことが大切で、その基底にはそれを可能にした世界史的な条件―とりわけ第二次世界大
戦後の「冷戦対抗」という政治的・社会的条件とその解体＝グローバル化の進展―がある。し
かもそれは資本主義制度の下で展開される以上、資本の下に企業形態も産業特性も包摂される
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という独特の様式を取るようになり、そしてこの両面は資本主義下では資本の下への包摂とい
う形での統一が最終的にはなされている。さらにこの資本のために最大限奉仕する国家へとそ
の具体的な内容も変貌するようになる。そこでこれらを概略的に図示した第 1図を参照しなが
ら、その内容をさらに細かく述べてみよう。
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第 1図　グローバル資本＝多国籍企業（TNC）・多国籍銀行（TNB）・
多国籍金融コングロマリット（TNFC）概念図
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2．海外直接投資（FDI）と企業支配
海外直接投資（FDI）とは、その最大公約数的な同意形成を試みている OECDの定義づけ
によれば「一国の居住者―直接投資家―による、それ以外の国の居住者への永続的利益の獲得
をめざすこと」であり、「永続的利益とは直接投資家と企業の間の長期間の関係の存在ならび
に当該企業の経営に対する重大な影響の存在」を意味する。そしてこの場合直接投資には「両
当事者間の最初の取引ならびに、（その後の）それに随伴する、両当事者間ばかりでなく、そ
の子会社―法人組織ならびに非法人組織の双方―間の全ての資本取引が含まれる」３）。これが
基本的な規定である。
さて永続的利益の中身を構成する企業支配は、形式的には過半数の株式を握ることによって
確実になるが、多数の群小株主（株主権を行使しない）が存在するので、実際にはそれ以下で
も企業の実質的な実効支配は可能となる。これらの事情を反映して、伝統的に、海外直接投資
とは議決権付き株式の 25％以上を所有しているもの（持分比率＝エクイティ、E）を指すとい
うイギリス流の規定が国際的には支配的であった。それとは違い、アメリカの場合は国内にお
ける株式会社システムの発展（「株主大衆化」）と企業の巨大化もあって、10％以上の株式を所
有しているという条件を戦後は採用していて４）、そこでは国際的基準との違いが問題になって
いたが、今日では多国籍企業の発展と拡大もあって、アメリカの基準に合わせて 10％以上を採
用するところが多くなっている（OECDと IMFによる認知）。FDIの目的の真意は究極的に
は企業の実質的な経営権＝支配権を握る（利潤獲得動機）ことにあるので、量的基準の水準は
相対的なものであり、また株式所有で測ることは一つの有力な方法ではあっても、唯一のもの
ではない。現金出資や融資や不動産の提供も株式に準じて扱われ、それ相当のものとして評価
されて（資本所有比率への換算化）FDIに計上される。したがって、FDIを資本として把握す
る場合（第一義的定義）には、①持株（E）、②企業内融資（ICL）、③子会社利益の現地再投
資分（RE）がその内容となる（新規設立の際には現金出資や不動産の提供も資本換算される）。
それに加えて、有力経営陣の派遣による非資本所有形態での企業の実効支配に拡大する場合も
ある（二次的・派生的定義）。この場合には有効支配の形態として、①代表権、②政策決定、
③資材取引、④人的交流、⑤技術契約、⑥低利融資などがその中に考えられる（したがって、
前者が必要条件であるとすれば、後者はその十分条件になる）。そうすると、ここでの非資本
所有形態での有効な経営発言力の行使としては、下請系列化、経営契約、ターンキー契約、フ
ランチャイジング契約、ライセンス契約、生産分担などにまで拡大可能であり、これらを含め
た場合には、それは多国籍企業の実質的―いわば外延的―な支配力を確定するという、広義の
意味合いを持つことになる（多国籍企業集団としての単一利益集団の形成）。こうしたことの
背景には、株式会社形態の発展と巨大化にともなって、企業の所有（形式）と経営（実質）と
の機能分離がおこり、本質が曖昧模糊となりがちな中で、企業支配の所在（資本の運動の本質
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に迫る）を探ろうとする底流が強まっていることの反映でもある。またこれらを部分的には反
映し、また独占化への法制的制限（独禁法）に対する企業側からの巧妙な対処もあって、企業
間の関係も重層的、多面的、双方向的になり、一層複雑化してきている。
FDIに満たないものを海外証券投資（Foreign Portfolio Investment, FPI）という。その目
的は資産運用としての配当・利子の取得にあるか、将来的な企業の経営権の取得を目指して、
当面は経営参加（共同経営や少数派）の地位に留まる戦略を取ることによる。また株式の利点
は配当収入（インカムゲイン）と同時に、売買による売買益（キャピタルゲイン）も得られる
ところにあり、所有と利用の両面を持ち、かつ出資の範囲内での有限責任性という限定と、企
業そのものに擬人的な法人格が与えられていることが、それらの流動性（浮遊性）と巨額の資
金を獲得する上での利便性の最大の保障にもなっている。それは絶え間ない価値増殖を目指し、
決して現状に留まることを欲しない資本の本性に相応するものであるが、同時に株主大衆化と
企業支配の少数寡頭制、そして実際の経営にあたっての取締役会内部での CEO（最高経営責
任者）を頂点とする執行体制と外部役員の形式的参与、さらには株主総会（決定）、取締役会（執
行）、監査の間の関係など、形式と実際との間の落差が浮き彫りになり、それらは企業のあり
方（社会的な存在としての企業）を問うことにもなる。しかも企業は法人格を与えられ、また
ゴーイングコンサーンとして事実上の永続性を保持しているので、株式出資額は「創業者利得」
として、返済を求められない無償利益として企業の実質的な支配者の懐に難なく入る仕組みと
なる。しかも株価の上下動が売買を促す（株式売買の自由）ので、株主＝所有者の顔ぶれは絶
えず変わり、したがって事態の本質はより一層曖昧模糊となって、見えにくい。こうした株式
会社形態を取る限り、FDIと FPIは相互に転化可能であって、実際は相互に浸透しあってい
て（クロス投資）、前者を企業支配、後者を経営参加と一律に区分したり、固定したりするの
は適切ではないだろう。また現在の国際投資活動を FPIから FDIへの一方向的な発展の道と
跡づけることも適切ではない。両者はともに資本による支配の一部を構成している。
新規に海外子会社を設立することをグリーンフィールドといい、既存企業を買収することを
クロスボーダーM＆ Aという。そしてこの後者には合併（対等もしくは不比例的な合同）や
買収（一方による他社の吸収）や、単一持株会社による経営統合などの、いくつかの形態がある。
これらによって海外企業進出を果たすが、いずれにせよ、海外子会社は現地法人となり、そこ
では内国民待遇による内外無差別原則の適用と国籍とは異なる居住者原則の獲得による国際間
での企業内自由移動が保障されている。なおここで、国際合弁事業（ジョイントベンチャア）
は政府による厳重な監視の下での共同出資（たとえば 50：50）と共同経営をおこなう特殊なも
ので、株式所有だけからこれを直接投資だとすることはできない。
商品の販売の結果、投下資本は回収されて、必要経費等（税金や減価償却費も含めて）を差
し引いて、最終的にその果実が本社に還流する。対外投資からの果実は生産活動からの利潤以
外に、配当、利子、技術特許料収入等からなる。それらは資本蓄積と呼ばれ、一部は将来の拡
 立命館国際地域研究　第34号　2011年10月 115
大のために内部留保されるが、残りは再度、再生産に回される。この過程の繰り返しを多国籍
企業の循環―再循環過程と呼ぶ。つまり、国際投資―国際生産―国際販売―資金回収と資本蓄
積―そして再投資―再生産―再販売・・・という過程が繰り返されていく。なおこの過程では
目論みどおりにいかなかった場合には投資を引き上げることになるが、これを撤退
（disinvestment）といい、手持ちの資産等の売却がおこなわれ、その代価は清算されて本社に
戻ってくる（この場合、損失の発生が多いが、時によると、売却益が生じることもある）。こ
うした海外投資の見込み違いをサンクコストとして表す。ただしこの場合の資産の評価には簿
価、取得時価、市場価値額などがあり、それぞれにその差が大きいため、どの価値額を使って
測れば正確に企業の資産価値を評価できるかは簡単ではなく、したがって慎重になされなけれ
ばならない。しかしそれは株式会社である以上、株価に反映されるし、またM＆ Aのための
材料にもなる。またあらかじめ危険（リスク）を当て込んで、引当金を設定しておいたり、あ
るいは加速度償却システムを使った固定資産（資本）の事実上の短期間での回収と蓄積が年次
経過的に順次おこなわれている。これらはコスト（必要な費用）として計算されて、税制上等
での種々の便宜が図られているが、それは企業を私的経営体として、その存続を必要以上に事
実上優遇していることになる（なお資本の国際的な循環に関しては第 2図を参照）。
Ⅰ：多国間に誇る生産
A国（親会社）の資本循環
本社への還流
③再販売用
　完成財（W1’s）
親会社→子会社への企業内での財移動
①資本財（W1’C）
②再加工用中間財（W1’P）
③再販売用完成財（W1’S）
子会社→親会社への加工品の再移動
②再加工用中間財
　（W1’P）
①資本財
　（W1’C）
B国（子会社）
の資本循環
FDI（新規流出）
RE（利益再投資分）
Ⅱ：親会社―子会社間の部品加工・アセンブリー
親会社
部品 アセンブリー
加工
子会社
完成財
G1 W1
A
Pm
A Pm
W2
G2
P
W2’
G2’
W1’ G1’
第 2図　多国籍企業の国際生産システム
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統計的には他国への進出を outward FDI（対外直接投資）、外国からの進入を inward FDI（対
内直接投資）と呼び、両者を合わせたものを IDI（International Direct Investment,国際直
接投資）として一括する。そしてグローバル化の進展に伴って、一方的なもの（先進国→途上国）
から双方向（先進国相互間、先進国－途上国相互間）での IDIが進行するようになってきた。
それは二国間の利潤率格差に基づく一方的な FDIの土台を崩し、グローバルな企業基盤（労働、
資源、技術、市場などのグローバルスキャニングの追求）を生み出し、IDIとその結果として
のグローバル蓄積を促進する。また FDIの統計的な表示としては、ネットとグロスがあり、
前者が差し引きした正味を表すものだとすれば、後者はそうしないままの総額を表す。またフ
ローとストックという表示の仕方もあり、前者が年々の移動額を表すとすれば、後者は累積額
を表す（この場合年度末でのポジションという形で、ネットでの累積値を表示することもある）。
3．企業多国籍化の動機と多国籍企業の優位性
企業が海外進出していく動機にはいくつかの要因が考えられる。そして実際にはこれら複数
の要因の組み合わせがその発展段階に沿って、各企業の戦略に応じて組み合わされることにな
る。まず第 1は労働要因であり、とりわけ絶対的ならびに相対的な低賃金コストの活用が多国
籍企業にとって大いなる魅力である。これは戦前の植民地時代における資源産業や食糧生産（プ
ランテーション方式が有名）においてよく見られた光景で、極端な低賃金がその基本であった。
今日の多国籍企業はこれを製造業の分野で踏襲している。そして社会主義体制の崩壊とグロー
バル経済への包摂化は、これらの国々の商品生産と市場経済化を進め、外資を積極的に導入す
るようになったが、その結果、これらの国々は新しい低賃金の一大プールになっている。これ
を筆者は「グローバル原蓄」と名付け、知財大国アメリカとモノづくりの拠点、「世界の工場」
中国を双頭とする「スーパーキャピタリズム」の時代の到来と位置づけた５）。第 2は技術要因で、
技術優位に基づく競争力の発揮を目指して世界市場に進出するもので、多国籍化する企業の優
位性を端的に表している。製造業多国籍企業が植民地時代の資源企業や食糧企業と異なるのは
まさにここにあり、植民地領有に基づく原料・資源の独占に依拠せず、独立の諸国家の体系の
下で技術優位とその独占に主眼を置いて世界的な生産活動をおこなっている。したがって、新
製品開発のための R＆ D投資と新製品に結実した新技術の独占がそこからの投資回収の域を
超えて、持続的な冨を生む金の卵となる。これは後に新製品に直結する特許権（パテント）か
らそれ自体が無形のものの創造に結びつく著作権（コピーライト）にまで及んで、知財保護と
して包括的に体系化されていく。したがって、その果実としては、利潤に加えて、自社技術の
貸与（売却は極めて少ない）（ライセンシング）から発生する技術特許料収入が大きな意味を
持つ。第 3は市場要因で、市場への近接性を生かして、マーケティング力やブランド力を発揮
して、市場シェアの拡大と安定化をめざすもので、その結果、シェアの維持と確保を狙う競争
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排除に向かう傾向もでてくる。とりわけ、生産技術の発展と資本力の拡大の結果、潜在的な過
剰生産傾向が強まり、次第に供給要因よりも需要要因の方がより重要な側面として現れるよう
になった。そこでは製品の差別化とブランド力に基礎をおいたマーケティング活動は極めて重
要になる。そうしたことがグローバル市場において有効に作用するためには、広告・宣伝によっ
て加速化される知名度（レピュテーション）が大事になり、リピーター（愛顧者）を増やすた
めの工夫とその競争が熾烈におこなわれ、ブランド支配のメカニズムが生み出されるようにな
る。そしてブランド等が知財化されてくるが、それは消費者に訴えるイメージに依拠していて、
ここでは消費者の想像と連想と共感が大事な要素になる。第 4は資本要因で、買収による巨大
化とシェア拡大による独占化志向が強く、それはクロスボーダーM＆ Aを使った他企業の買
収を目指すものである。ここでは純粋な資本の致富運動としての側面が強くなるので、これを
専らとするようになると、生産、販売などの活動が後景に退いてしまうことになりかねない。
第 5は内部化メリットを使おうとするもので、企業内に取り込むことによる秘匿（＝独占化）
のメリットが発揮される。とりわけ「ICT革命」と呼ばれる情報通信における革新は、情報の
秘匿を重要な要素に押し出した。それは内部化の持つメリットとして企業内に蓄積されるので、
私的所有の拡張・過大化・万能化の風潮と閉ざされた秘密主義が横行する弊害も現れるように
なる。第 6はグローバル要因とでもいうべきもので、資源、労働、技術、市場などのグローバ
ルスキャニング、とりわけそれらの外部効果を狙った探査・確保を企図し、そのことを通じて
自社内に蓄積されていない資源の有効な発掘と利用を目論むことになる。ここでは自社のコア
部分の優位性を維持しつつ、その周辺部分をアウトソーシング（外注化）する「選択と集中」
が標語となり、アウトソーシングがグローバルに展開される新しい様相が現れる。ここまでく
ると、グローバル企業への脱皮が目指されることになる。
以上のように、多国籍企業の海外進出の動機には多くの要因があり、それらが具体的には組
み合わされて進行していくことになるが、その主要な根拠としては、これまでは古典的な利潤
率格差（資本が豊富な先進国から資本が不足している途上国へ）や、米欧間という先進国間の
直接投資を成長率格差（米の成長率＜欧の成長率＜在欧米子会社の成長率）（ハイマー）によっ
て説明されてきた。あるいは企業や場所、組織のもつ優位性に依拠して、これを O（所有優位）、
L（立地優位）、I（内部化優位）の間の選択と総合として考える折衷理論（ダニング）や、製
品のライフサイクルに沿って多国籍企業の立地場所が先進国から途上国へと移動していくとい
うプロダクトサイクル論（バーノン）が代表的なものとして主張されてきた。これらはそれぞ
れに固有の有効性をもっているが、アメリカ企業を先陣とする多国籍企業の発展を十分には説
明できていない。そこで筆者はアメリカ製造企業のグローバルな展開に関する包括的なデータ
の分析結果から、国内総資本利益率（ROA）＜直接投資利益率（ROR）＜現地再投資率（RIR）
という法則性を提示した。海外直接投資の魅力は国内投資からの見返り（たとえば国内総資本
利益率＝ ROA）よりも効率的なことで、なおかつ、この海外直接投資利益率（ROR）（海外投
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資収入（＝ I）／海外直接投資ポジション（＝ DIP））よりも海外子会社の現地再投資比率（RIR）
（現地再投資分（＝ RE）／税引後利益（＝ E））がさらに大であることが、この海外直接投資
を安定的でかつ恒常的なものにしている。このことによってプロフィットセンターとしての海
外子会社の自立と成長の基礎が作られる。この式はアメリカ多国籍企業について見事成立して
いることが判明する６）。そしてこれがさらにグローバル企業へと発展を遂げるためには、グロー
バルネットワーク（外部化とネットワーク利益、知財化・情報化優位、使用料取得）形成によ
るグローバルな利益極大化が目指されることである。ここでは当面は各国に出自を持つ多国籍
企業間の熾烈な競争と市場シェア確保、そして巨大化のメカニズムを明らかにして、グローバ
ル企業（知識集積体、バーチャル企業、ネットワーク型ビジネス）への成長・転化を跡づける
ことが 21 世紀の多国籍企業の解明には不可欠になる。
また多国籍企業の利益は①利潤（P）、②技術特許料収入（R＆ F）、そして③グッドウィル（G）
（知財収入、特許権から著作権への重心の移動）に大別されるが、ここでは Pよりも R＆ Fが
際だつようになり、さらにこれは Gに収斂化されていくという傾向を持つ。そして世界的な
独占体としての巨大多国籍企業には寡占間競争の勝利による競争排除と独占志向によって、こ
れらの利益は④独占的超過利潤に転化する。この独占的超過利潤はその内容として、（ⅰ）独
占価格の設定からくる独占利潤（古典的な形態）、（ⅱ）擬制資本による創業者利得（株式会社
システムの活用）に加えて、現在では（ⅲ）知財からのグッドウィル（無形のものの商品化と
その独占的私有化から発する）が台頭し、さらに（ⅳ）トランスナショナルな超過利潤（多国
籍企業に特有なトランスファープライスやタックスヘイブンの利用から生じる）の 4種類が考
えられる７）。とりわけ、税金の支払いを最小化したり、企業内での財の移動にあたっての恣意
的な価格設定による隠蔽された超過利潤の取得や、あるいは異なる通貨間のシフトを利用した
為替操作による金融資産の維持・増強などはグローバル企業の独壇場であり、その前提には、
各国民経済における違いが形式的には国家主権の存在という外皮を取って現れることを巧みに
利用していることがある。そしてこれは国民国家の主権の範囲を優に超えていて、国際的な監
視機関の設置とその追求が国際的な同意の下におこなわれない限り、有効な手立てはない。
4．多国籍企業の生産体制と組織：国際投資から国際生産への展開
多国籍企業を解明するためには、国際投資の側面からと国際生産の側面からとの両面からア
プローチする必要があることを上で述べたが、そのことはまた企業論と資本論とのどちらがよ
り上位に概念化されるかを問うことにもなる。その結論は言うまでもなく、後者であって、資
本の運動法則の下に企業活動は収斂され、包摂されるものである。そのことを考えていくと、
まず第 1に擬制資本（架空資本）と現実資本（機能資本）との関係がでてきて、その解明が急
がれるが、擬制資本の解明はここでは措くとして、後者の現実資本の国際生産システムについ
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て説明していこう。それは第 2図のような循環を描く。つまり国際投資が前提になって、国際
生産がおこなわれるので、国際生産の中身に場面を移してみよう。この国際生産とは本社と海
外子会社とのそれぞれの生産過程が国際的にクロスされていることである。そのことの意味は
価値創造と価値実現が多国間に跨る空間的分離と同一企業内でのその統一化の両面をもってい
ることである。つまり親会社の生産体系と海外子会社の生産体系は国際的にクロスされ、重な
り合っている。
ここでは第 1に企業内国際分業体制が敷かれ、垂直統合型の国際間に跨る生産組織による開
発→調達→部品加工→完成品の一連の過程の企業内で完結した結合生産体制が展開されてい
る。第 2にここでは本社の生産過程からは三つの産物、つまりは①再販売用完成財（s）、②再
加工用中間財（p）、そして③資本財（c）に細分されて一旦でてくるが、それは目的に応じて
再度海外子会社の生産過程に投げ込まれる。この海外子会社の担う国際生産においては、二番
目の再加工用中間財（p）がもっとも大事で、事態の進展はその比率が大きく成長し、再販売
用完成財（s）を追い抜いていくことが海外子会社の成長と自立化と国際生産の発展の条件と
なる（p＞ s）。アメリカ多国籍製造企業の海外子会社の場合、1990 年代に見事にこのことが
証明されたが、外国多国籍企業の在米子会社の場合には、まだ依然として完成品の再販売が中
心となるという、対照的な傾向を示している（第 1表）。つまりアメリカ多国籍企業の海外子
会社は製造（生産）子会社が中心であり、それにたいして、外国多国籍企業の在米子会社は商
業子会社ないしはその先駆としての貿易子会社的性格が強いことをこのことは物語っている。
第 3に上記の三つの製品（完成品、中間財、生産財）の企業内での国際移動が企業内貿易とし
ておこなわれ、そこではトランスファープライスが使われている。これに対して、独立企業間
の取引においてはアームスレングスプライスが使われる。後者は一般には市場価格に近いが、
多国籍企業の場合、市場での偶然的な出会いによって、資材や中間財を購入することは滅多に
なく、あらかじめ取引相手を選別して購入したり、長期にわたる得意先との売買慣行がすでに
作られていると考える方が自然である。アームスレングスプライスにはそうした意味合いが含
第 1表　多国籍企業親会社から海外子会社への目的別輸出（単位：100 万ドル、％）
（1）アメリカ親会社から海外子会社へ
（1994 年ベンチマーク）
（2）外国親会社から在米子会社へ
（1992 年ベンチマーク）
①再販売用  58,815 （44.3）  130,426 （70.7）
②再加工用  71,678 （54.0）  52,320 （28.4）
③資 本 財  1,946 （1.5）  1,718 （　0.9）
④そ の 他  256 （0.2）
合　計  132,694 （100）  184,464 （100）
（資料）  U.S. Department of Commerce, U.S. Direct Investment Abroad: 1994 Benchmark Survey, Final 
Results, Table III. I 16, p.250 ならびに U.S. Department of Commerce, Foreign Direct Investment 
in the United States: 1992 Benchmark Survey, Final Results, Table H-37 より作成。
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まれている。ただし同一企業内での内部化された取引ではないので、この場合には取引コスト
が発生することになる。そのいずれかを選ぶことによって、内部化（I）と外部化（E）に別れ
る。
多国籍製造企業は企業多国籍化の中心として戦後の世界経済を主導し、かつ盤踞してきたが、
そこでは内部化の持つメリットを最大限に発揮してきた。それは第 1に企業内国際分業に基づ
く財（モノ）の流れで、企業内貿易とそこでの企業内移転価格（トランスファープライス）の
利用をつうじてなされる。第 2は企業内資金移動（マネー）で、親会社－子会社間、ならびに
子会社相互間で頻繁に資金移動がおこなわれ、そこでは極端に税率が低いタックスヘイブンへ
の資金の集中や、外国為替相場の変動に対処するリスクヘッジや、場合によっては為替差益も
見込まれた。その場合、SPE（特別目的会社）と呼ばれる扮装された特別の会社がそれを隠蔽
する組織として使われている。第 3は企業内技術移転（技術・情報）で、そこでは秘匿と伝播
（公開）の二面作戦が取られ、最重要技術を自社内に秘匿しつつ、そのままでは優位性を損な
う可能性のある既得技術を率先して公開して、ライセンシングに基づく特許技術料収入の獲得
や技術を通じた他企業支配とそのネットワークの構築を図っている。第 4は企業内での人材移
動（ヒト）で、アメリカ企業の場合 H-1Bビザ（高度科学技術者用）や L-1 ビザ（経営管理者用）
を使って、世界中の優秀な人材を自社内に確保して頻繁に移動させたり、あるいは一時的な雇
用の形でアメリカに呼び寄せて活用してきた。これらのことは、多国籍企業は内部化利益の最
大の享受者であり、それを活用して規模巨大化・利益巨額化を達成してきたが、その際に国民
国家の制約性をいとも簡単に飛び越えることができることを示している。
この多国籍企業の国際生産の仕組みは垂直統合型組織構造とその独特の資本支配にある。前
者は第 1に職能別（F）、製品別（P）、地域別（R）などの要素をラインアンドスタッフシステ
ムに基づいて組織することになるが、その際の組織形成は戦略（発展段階、市場条件、業界内
での競争条件と位置関係に応じた）に基づくそれらの組み合わせによるマトリックス調整の形
を取る８）。第 2にいずれのマトリックスを採用するにせよ、そこでは生産の下方分散化（現地化）
と利益の上方集中化（本社吸収）というヒエラルキー構造が作られていて、世界に散らばる海
外子会社群は一大利益稼得機械（ディヴィデンドマシーン）として機能し、それに基づく資本
蓄積が世界大で加速化していくことになる。
第 3に後者についてだが、世界中に張り巡らされた海外子会社網は、FDIを通じて何層にも
重ね合わされた資本支配によって重層的・多段階的に構築されている。その資本支配の形式を
「系列連鎖の経済性」と筆者は名付けた。そこでは効率的な資本支配の多層的・多重的メカニ
ズムが見事に作り上げられている。ところで、この系列連鎖の経済性を解読するためには、一
長一短がある既存の三つの報告形式（① OECD方式、②アメリカ方式、③非連結方式）の適
否を正確に吟味し、場合に応じて使い分ける賢明さが求められる。具体的には非連結方式は実
態に合わないので、直接に 10％の資本関係があれば良しとする OECD方式か、最終的に 10％
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の資本関係がいつでもどの段階でも成立していることが求められるアメリカ方式かの、いずれ
かの選択となろう９）。このことによって支配の範囲と内容の違いを明確にできるが、いずれに
せよ、多国籍企業の系列連鎖の経済性は資本を通じる階層上の子会社・孫会社支配のメカニズ
ムを見事に作り上げていて、したがって多国籍企業を論じる際に企業論的アプローチからだけ
の分析には限界があり、それをさらに資本論的アプローチに昇段させることによって始めて、
その本質の深奥に迫ることができることをこのことは的確に物語っている。
最後に以上展開した多国籍製造企業の成長と拡大の条件を再度まとめてみると、中心軸とし
ての海外子会社の存続と自立化の条件、そしてそれを通じる多国籍企業全体の資本蓄積の条件
は、①再加工用＞再販売用、②現地再投資（RE）＞本社への還流、③現地での再循環＞本社
からの新規流出、そしてより一般的には、④多国籍企業の資本蓄積の条件は国内利益率（ROA）
＜直接投資利益率（ROR＝ I／ DIP）＜海外子会社利益再投資率（RIR＝ RE/E）という不
等式が成立することである。これが確立、安定化することによって、製造業多国籍企業の世界
大での成長・拡大とその盤踞がおこなわれている。やがてこれが成熟化してくると、さらに⑤
本社への還流＞現地再投資分（RE）という方向に変わるだろう。そうなると、完全に本社吸
収型に転換するし、グローバル蓄積を目指す越国家的なグローバル企業に変身を遂げることに
なる。
5．海外子会社の意味、種類、役割、分類方法
そこで今度は海外子会社の意味とその内実に迫ってみよう。第 1に資本主義の発展は資本の
有機的構成を高めるが、有機的構成の高まりは利潤率の低下をもたらすというパラドクシカル
な過程が進行する。そこでこの利潤率の低下を食い止める試みだが、一つは海外の安価な原料
や食糧の輸入で、それは植民地領有と結びついていた。もう一つは低賃金の活用によって機械
化に対抗することである。そのからくりだが、資本の有機的構成は技術構成（＝機械化）と価
値構成（＝人的要素）に分解されるが、それは国によって相違していて、先進国では機械化が
進むので技術構成が高く、それにたいして賃金も上昇するので価値構成は相対的に低い。反対
に後進国では技術構成は低く、価値構成は逆に高い。したがって、一般的には技術構成の高さ
が競争力の高さに繋がるが、後進国は技術構成の低さを価値構成の高さで補って競争力を維持
し、工業品の輸出を進めた。ところで多国籍企業は国に跨る国際生産を同一企業内で実施する
ことによって、技術構成の高さと価値構成の高さを組み合わせることに成功する。つまり多国
籍企業の国際生産の意味は同一技術構成下（最先端技術）での相異なる価値構成（本社と海外
子会社との間の労賃の国際的差異）の活用にある。それはまた国家間の国際分業から企業内国
際分業への展開の理論的な含意でもある。その結果、利潤率の傾向的な低下傾向を企業内国際
分業の成功的な展開が食い止めることになる。ところで本社と海外子会社で同一技術構成の機
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械を使用できるようになるためには、企業内での労働者の訓練・陶冶が不可欠であり、それに
は本社から海外子会社への波及効果（スピルオーバー）に要する一定のタイムラグがある。こ
の習得効果を速めることがボトルネックとなる 10）。これとは別に海外子会社は労働集約工程の
みに特化するという道（技能度の活用）もあるが、それには産業特性と部品生産の性格が大い
に影響する。そしてこれが有効な部門・工程や産業では、むしろ企業内国際分業ではなしに、
現地での出来合いの技術と労働力を使う企業間提携（委託、提携、下請系列化）がかえって選
好される。これは国際下請生産というカテゴリーでまとめられている。
第 2に海外子会社の分類は親会社の株式所有の多寡で分けるが、その際にアメリカ方式では 
①完全所有海外子会社（WOFA）（100％所有）、②多数株所有海外子会社（MOFA）（50％超所
有）、③少数株所有海外子会社（MINOFA））（50％未満～ 10％以上）、そしてそれ以下のもの
を関連会社（10％未満～ 5％以上）として、海外子会社に含めていない。一方 OECDでは①
Subsidiary（子会社。内容的には過半数所有子会社を指す）、② Associate（系列会社。内容的
には少数株所有子会社を指す）、③ Branch（支社・支店。現地法人ではない、親会社組織の一
部）という分類方法を採用している。両者の違いは一つは 100％所有海外子会社を別置するか
どうかで、アメリカ企業の場合、この形態が極めて多いという特徴を反映している。もう一つ
は OECD方式には現地法人ではないものを支社・支店として含めているが、それはアメリカ
企業以外の場合には、こうした形態での海外進出がかなりあることを反映している。また海外
子会社をその種類分けすると、①生産子会社、②販売子会社、③貿易子会社、④原燃料・食糧
子会社、⑤金融子会社、⑥不動産後会社、⑦研究開発子会社に分類できる。そのうち、生産子
会社が最も重要になるのは、それが国際生産の担い手だからである。
第 3に役割と結果に関しては①海外子会社（所在国）への生産委嘱による伝播効果（スピル
オーバー、S）が生じるが、それは本社側（所在国）への反応として、②本社（所在国）の空
洞化（H）か、あるいは③本社（所在国）での生産の一層の深化（D）、つまりは高付加価値化
による対抗という手段が考えられる。前者が主要方向になれば、本社所在国の脱工業化、つま
りは衰退に繋がるが、後者を選択すれば、工業生産から完全には足を洗わない。いずれにせよ、
サービス経済化―前者では完全な脱工業化、後者ではサービスと結びついた工業化の維持―が
進むが、そこでは知財化による保障を基礎にして、知識資本を産業資本の上位におく立体的な
構造が作り上げられる。そしてグッドウィルが利潤に優先される中核的な利益獲得メカニズム
が作り出される。しかしこれも、「ICT革命」の普及による途上国での進行が進むと、やがて
はキャッチアップされることになる。そうすると、長期的には本社（所在国）での工業化の深
化に現地（所在国）での工業化の深化が追いつき、やがてはそれを追い抜くという傾向に至ら
ざるを得ない。それを覆して先発国がその優位性を維持し続けるには、イノベーション（画期
的な新製品の開発とその実現）が常に進むことだが、これまで長い間それを牽引してきたアメ
リカは、これまで以上に外国人（ないしは外国生まれの）科学者・技術者に依存せざるを得な
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くなっている。したがって、大局的には世界的な平準化作用が働き、世界的な成長が促される
ので、先進国では産業衰退とその変貌が不可避となる。ただし、多国籍企業は本社での知財化
（コトづくり）と途上国での製造活動（モノづくり）の両方を合わせ持ち、国民国家的な生産
システムの限界を超越する存在として、世界に屹立することになる。
以上をまとめてその発展段階を辿れば、第 1段階（拡散化、スピルオーバー）、第 2段階（子
会社の自立化、分権化）、そして第 3段階（集権と分権の総合支配の深化）と整理できる。そ
してグローバルネットワークの形成とグローバル蓄積が進み、ここではさらにネットワーク効
果（N）が重要な要素として現れる。21 世紀はこれが最重要になり、それはイントラネット／
インターネットで結ばれた無人工場群（ロボット化）をもち、自動設計で作られた魅力ある新
製品をグローバルなマーケットリサーチに基づく効果的なコマーシャルコピーを駆使し、注文
に即座に応じ、適切なデザイン、仕様、規格、数量、さらには改良等の消費者の要求に答えて
（「プロシューマー」機能）、その手許に素早く配達される、夢のようなバーチャル企業と「ユ
ビキタス社会」の出現の可能性を秘めている。
第 4に全体的な多国籍企業の国民経済ならびに世界経済への功罪を上げてみると、①国際生
産によって親会社から子会社への部品・完成品の輸出促進効果が働くが、これは子会社への生
産移転がさらに進むと、それとの連関効果、ならびに誘発効果が生じ、世界的な成長と平準化
が促されることになる。次に ②輸出に数倍する現地生産が進むので、移転効果（FDIと国際
生産の発展）ならびに輸出代替効果が生じる。その結果、従来の意味での独立の企業間の貿易
は縮小し、代わって企業内貿易ならびに多国籍企業関連貿易が増加することになる。さらに③
子会社を起点にした、より一層の輸出促進効果ならびに現地販売の増大は、やがて第三国輸出
という迂回効果を生むが、加えて本社所在国への逆輸入効果も生まれる。それらの結果、本社
所在国からの第三国輸出の減少ならびに逆輸入による入超化（貿易赤字）と産業空洞化が招来
することになる。それは多国籍本社所在国の生産の衰退と知財化へのシフト、そして子会社所
在国の生産の発展と工業化の進展と地場企業の台頭を生むことになる。
以上みた多国籍製造企業の展開は、企業内国際分業（内部化）に基づく国際生産を基本とす
る世界的集積体が、さらにこれと並んで企業間国際提携（外部化）の展開を加味して深化・発
展していく形になるが、その結果、ついに知財・サービス中心のネットワーク型の世界的知識
集積体へと変身を遂げるようになる。それはまた巨大な独占体であり、そこではクロスボーダー
M＆ Aが盛況を極めていて、「ニューモノポリー」と呼んだほうが適切だろう。これはバーチャ
ル企業化への道であり、情報・通信革命による時間短縮効果と空間圧縮過程の加速化が起こり、
「時空の超越化」が図られる。ここでは国ではなく、生産集積地としてのクラスター、つまり
は特定の「場」が大事となり、これまでの国家間の国際分業、そして企業内国際分業に続く、
第 3の道としてのクラスター間分業が現れる。
最後にこの多国籍知識集積体の特性を要約的にまとめると、以下のようになる。①知識取り
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扱い資本の台頭、②科学者・技術者の知識労働者への転化と知識労働の二要素（無限の知識力
と有限な知識）の一般労働（労働と労働力）との違い、③労働過程の共働化（コラボレーション）
の発展と成果の私物化（above the lineと below the line）との間の乖離、④所有の経済から
使用の経済への転換（無料で配って使用料で稼ぐ、「所有すべからず、借用すべし」）、⑤該博
な知識（教養、全般的判断力、指揮・指導力）と専門知識（高度科学技術労働）への二分化、
⑥ブランド商品（価値の創造と価値の実現（想像）、イメージの重視、ブランド固有価値）と
その競争と独占、⑦疑似商品化と擬制資本化（知財への昇華）、⑧スタンダード（規格・標準・
水準）をめぐる争奪（デファクト、デジュリ、コンセンサス方式）、⑨統率者の役割（無人化
への道、普遍的人間、指導者、経営者の二面性（資本家と管理者）とその止揚への可能性）、
⑩未来社会（資本の管理、指揮・指導・管理機能の十全的発揮、企業と市場の下でのアソシエー
ション型社会の建設）。これらに関しては 21 世紀の多国籍企業論の中心課題なので、今後子細
に検討していきたい。
（2011 年 6 月 28 日脱稿）
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